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平成 24 年 3 月 23 日 

 

各  位 

 

会社名   ヤマハ発動機株式会社 

代表者名  代表取締役社長 柳 弘之 

(コード番号：7272 東証第 1部) 

   問合せ先 財務部長 石井 武夫 

(TEL O538-32-1103) 

 

当社株式の大量取得行為に関する対応策(買収防衛策)の継続に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向

上のため、当社株式の大量取得行為に関する対応策(以下｢本プラン｣といいます。)の継続

について決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 当社は、平成 22 年 2 月 12 日当社取締役会決議において、それまで導入していた本プラ

ンを改定し、その基本的内容について同年 3 月 25 日開催の第 75 期定時株主総会における

株主の皆様のご承認(以下｢総会承認｣といいます。)を得ております。本プランの内容につ

きましては、同年 2 月 12 日付当社プレスリリース｢当社株式の大量取得行為に関する対応

策(買収防衛策)の更新に関するお知らせ｣において開示しましたとおりです。 

 本プランは、総会承認の有効期間を 3 年に設定し、有効期間中は、総会承認の授権の範

囲内で、取締役会が 1 年ごとに本プランの内容を決定することとしておりますが、継続後

の本プランの基本的内容は、昨年決議したものと同一であります。 

 本プランの内容は以下のとおりです。なお、本プランに関する新株予約権について発行

登録を行っています。 

 

第一 本プランの内容 

1. 用  語 

 本プランにおいて使用される用語の意味は以下のとおりとする。 

(1)  ｢本新株予約権｣とは、本プランに従い発行される特定買収者等の行使に制約が

付された新株予約権をいう。 

(2)  ｢特定買収行為｣とは、次の(a)(b)のいずれかに該当する行為をいう。 

(a)  下記(ⅰ)ないし(ⅳ)のいずれかに該当する行為。なお、下記(ⅰ)ないし

(ⅳ)にかかわらず、当社が行う株券等(金融商品取引法第 27 条の 23 第 1

項。以下別段の定めのない限り同じ。)の発行又は自己の有する株券等の処

分(当社が行う合併、株式交換、株式移転、会社分割に伴って行われるもの

を含む。)による当社の株券等の取得行為は含まれない。 
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(ⅰ) 金融商品取引法第 27 条の 2 第 1 項本文に規定される｢買付け等｣(株券

等(金融商品取引法第 27 条の 2 第 1 項。下記 1(2)(b)において同じ。)

の買付けその他の有償の譲受け及びこれに類するものとして金融商品

取引法施行令第 6 条 3 項に定める行為をいう。)によりその者の当社の

株券等に係る株券等保有割合が 20％以上となる行為 

(ⅱ) 上記(ⅰ)以外の態様で金融商品取引法第 27 条の 23 第 1 項又は第 3 項

に規定される｢保有者｣に該当することで当社の株券等に係る株券等保

有割合が 20％以上となる行為 

(ⅲ) 当社の株券等の保有者の共同保有者(金融商品取引法第 27 条の 23 第 5

項)に該当することで当社の株券等に係る株券等保有割合が 20％以上と

なる行為 

(ⅳ) 当社の株券等の保有者と金融商品取引法第 27 条の 23 第 6 項に定める

関係を有することとなることで当社の株券等に係る株券等保有割合が

20％以上となる行為 

(b)  買付け等の後の株券等所有割合(金融商品取引法第 27 条の 2 第 8 項。但

し、公開買付者(金融商品取引法第 27 条の 3第 2項)の特別関係者(金融商品

取引法第 27 条の 2 第 7 項)の株券等所有割合との合計とする。)が 20％以上

となる当社の株券等の公開買付けの開始行為。公開買付開始公告が行われた

日の翌営業日が到来したことをもって｢特定買収行為を行った｣ものとする。 

 ｢買付け等の後の株券等所有割合｣は当該公開買付けの公開買付届出書の記

載によって判定されるものとする。 

(3)  ｢特定買収者｣とは、特定買収行為を行った者で、特定買収行為を行った時点

(上記 1(2)(a)又は(b)のいずれか早い時点とする。)までに下記(9)に定める確認

決議を得なかった者をいう。 

 但し、以下の(a)又は(b)に定める者は｢特定買収者｣に該当しないものとする。 

(a)  当社、当社の子会社、当社の従業員持株会及びかかる従業員持株会のため

に当社株式を保有する者。 

(b)  当社の行った自己の株式の消却若しくは取得その他当社の行った発行済株

式総数若しくは議決権の総数を減少させる行為又は本新株予約権の割当て、

行使若しくは強制取得の行為のみに起因して株券等保有割合が 20％以上と

なった者。但し、その者の株券等保有割合が当該行為以外の態様によってそ

の後に 1％以上増加することとなった場合を除く。 

(4)  ｢特定大量保有者｣とは、特定買収者のうち、上記 1(2)(a)に定める特定買収行

為を行った者をいう。 

(5)  ｢特定公開買付者｣とは、特定買収者のうち、上記 1(2)(b)に定める特定買収行

為を行った者をいう。なお、その後に｢特定大量保有者｣に該当することとなった

者は｢特定大量保有者｣として取り扱われるものとする。 
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(6)  ｢特定買収者等｣とは、以下のいずれかに該当する者をいう。 

(a) 特定大量保有者 

(b) 特定大量保有者の共同保有者(金融商品取引法第 27 条の 23 第 5 項、第 6項) 

(c) 特定公開買付者 

(d) 特定公開買付者の特別関係者(金融商品取引法第 27 条の 2第 7項) 

(e) 以下のいずれかに該当すると取締役会が合理的に認めた者 

(ⅰ) 上記 1(6)(a)ないし(d)に該当する者から当社の承認なく本新株予約権

を譲り受け又は承継した者 

(ⅱ) 上記 1(6)(a)ないし(e)(ⅰ)に該当する者の｢関連者｣。｢関連者｣とは、

実質的にその者を支配し、その者に支配され若しくはその者と共同の

支配下にある者、又はその者と協調して行動する者をいう。組合その

他のファンドに係る｢関連者｣の判定においては、ファンド・マネー

ジャーの実質的同一性その他の諸事情が勘案される。なお、当社株券

等に関する名義貸し若しくは借株、又は本新株予約権の行使若しくは

取得により将来発行される当社株券等の移転その他これに準ずる特段

の合意を上記 1(6)(a)又は(b)に該当する者との間で行っている者につ

いて、取締役会は当該 1(6)(a)又は(b)に該当する者の｢関連者｣とみな

すことができる。 

(7)  ｢買収提案｣とは、下記 2(3)(a)に定める必要情報が記載された特定買収行為に

関する提案をいう。 

(8)  ｢買収提案者｣とは、買収提案を行った者をいう。 

(9)  ｢確認決議｣とは、特定の買収提案について本新株予約権の無償割当てを行わな

い旨の取締役会決議をいう。 

(10)  ｢勧告決議｣とは、特定の買収提案について取締役会が確認決議を行うべきであ

る旨を勧告する企業価値委員会の決議をいう。 

 

2. 本プランの内容 

(1) 本新株予約権の無償割当て 

 本プランに従い特定買収者が出現した場合にその効力が生じる本新株予約権の

無償割当て(会社法第 277 条)の内容は、別紙に定めるとおりとする。なお、本新

株予約権について発行登録を行う。 

 

(2) 企業価値委員会 

(a)  常設の機関として企業価値委員会を設置する。 

(b)  企業価値委員会は、取締役会から付議される買収提案を検討し、勧告決議

を行うかどうかを審議するほか、取締役会から付議されるその他の事項を審

議する。 
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(c)  企業価値委員会の決議は、全委員の過半数により行う。 

(d)  企業価値委員会の委員は、当社社外役員の中から、取締役会において選任

されるものとする。 

(e)  企業価値委員会の委員として清水紀彦氏、河和哲雄氏、川本裕子氏及び桜

井正光氏を選任する。 

 

(3) 買収提案者出現時の手続 

(a)  取締役会は、特定買収行為を企図する者に対して、買収提案を予め書面に

より当社に提出し確認決議を求めるよう要請するものとし、特定買収行為を

企図する者は、その実行に先立ち、買収提案を提出して確認決議を求めるも

のとする。 

 買収提案には、以下に掲げる事項を含む当社が合理的に求める必要情報が

記載されなければならない。 

(ⅰ) 特定買収行為を企図する者(グループ会社その他の関係者を含む。)に

関する事項 

(ⅱ) 買収の目的 

(ⅲ) ①支配権取得又は経営参加を目的とする場合には支配権取得又は経営

参加の方法、買収後の当社の経営方針と事業計画、組織再編、役員構

成の変更その他当社の経営方針に対して重大な変更を加え又は重大な

影響を及ぼす行為を予定している場合はその内容及び必要性、②純投

資又は政策投資を目的とする場合には株券等取得後の当該株券等の保

有方針、売買方針及び議決権の行使方針及びその理由、長期的な資本

提携を目的とする政策投資として買付け等を行う場合はその必要性 

(ⅳ) 特定買収行為後の当社株券等の追加取得予定の有無、その理由及び内

容 

(ⅴ) 対価の算定の基礎とその経緯 

(ⅵ) 買収資金の裏付け 

(ⅶ) 当社の利害関係者に与えうる影響 

(ⅷ) その他、下記(e)(ⅰ)ないし(ⅶ)の判断に関連する情報として当社が合

理的に求める必要情報 

(b)  当社は、本プランの迅速な運営を図る観点から、必要情報が不足している

ことにより買収提案とは認められない提案につき、当該当社株式の取得に係

る提案を行った者に対し、必要に応じて情報提供を要請することができるも

のとする。この場合、最初の情報提供要請を当該提案者に対して行った日か

ら起算して 60 営業日を上限として、提案者に対して情報提供を要請しかつ

当該提案者が回答を行う期間(以下｢情報提供要請期間｣という。)を設定する

ことを基本とし、万が一必要情報が十分に揃わない場合であっても情報提供
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要請期間の満了をもって企業価値委員会の検討・審議期間を開始することを

基本方針とするものとする。なお、合理的な理由に基づく延長要請があった

場合には、当社は必要に応じて、30 営業日を上限として情報提供要請期間

を延長することができるものとする。 

(c)  取締役会は、買収提案を受領した場合、当該買収提案を企業価値委員会に

速やかに付議するものとする。 

(d)  企業価値委員会は、買収提案を検討し、当該買収提案について勧告決議を

行うかどうかを審議するものとする。企業価値委員会の決議結果は開示され

るものとする。企業価値委員会の検討・審議期間は、取締役会による買収提

案受領日又は情報提供要請期間の満了日のいずれか早い日から 60 営業日(対

価を円貨の現金のみとした買付上限株数を設けない買収提案以外の場合には

90 営業日)を目安とし、合理的理由がない限りこれらの期間は延長されない

ものとする(延長される場合には当該理由について開示するものとする)。 

(e)  企業価値委員会における勧告決議の検討・審議は、当該買収提案が企業価

値及び株主共同の利益の確保・向上に適うものであるかどうかの観点(以下

(ⅰ)ないし(ⅶ)の観点を含む。)から真摯に行われるものとする。なお、企

業価値委員会は、以下に掲げる事項が全て充たされていると認められる買収

提案については、勧告決議を行わなければならないものとし、また、以下に

掲げる事項の一部を充たさない買収提案であっても企業価値及び株主共同の

利益の確保・向上に照らして相当であると認められる場合には勧告決議を行

うものとする。 

(ⅰ) 下記のいずれの類型にも該当しないこと 

① 株式を買い占め、その株式について当社又はその関係者に対して

高値で買取りを要求する行為 

② 当社を一時的に支配して当社の重要な資産等を移転させるなど、

当社の犠牲の下に買収提案者又はそのグループ会社その他の関係

者の利益を実現する経営を行う行為 

③ 当社の資産を買収提案者又はそのグループ会社その他の関係者の

債務の担保や弁済原資として流用する行為 

④ 当社の経営を一時的に支配して将来の事業展開、商品開発等に必

要な資産や資金を減少させてその処分利益をもって一時的な高配

当やそれによる株価の急騰をねらって高値で売り抜けるなど、当

社の継続的発展を犠牲にして一時的な高い収益その他のリターン

を得ようとする行為 

⑤ 特定買収行為を行う者による支配権の取得により、当社の企業価

値の源泉をなす重要な経営資源(独創性の高い技術・ノウハウ、特

定の市場分野における知識・情報、長期にわたり醸成された取引
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先との深い信頼関係、専門分野に通暁した質の高い人材等。)を不

当に害することで買収提案者又はそのグループ会社その他の関係

者が利益をあげる態様の行為 

(ⅱ) 当該買収提案に係る取引の仕組み及び内容等が、関連する法令及び規

則等を遵守したものであること 

(ⅲ) 当該買収提案に係る取引の仕組み及び内容が、強圧的二段階買付(最初

の買付けで全株式の買付けを勧誘することなく、二段階目の買付条件

を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式買付

けを行うことをいう。)その他買収に応じることを当社株主に事実上強

要するおそれがあるものではないこと 

(ⅳ) 当該買収提案を検討するために必要でかつ虚偽のない情報が、当社の

要請等に応じて適時に提供されていること、その他本プランの手続に

即した真摯な対応がなされていること 

(ⅴ) 当該買収提案を当社が検討(代替案を検討し当社株主に対して提示する

ことを含む。)するための期間(買収提案の受領日から 60 営業日(対価

を円貨の現金のみとした買付上限株数を設けない買収提案以外の場合

には 90 営業日。なお、これらの日数を超える合理的理由がある場合は

当該日数))が確保されていること 

(ⅵ) 当社の企業価値及び株主共同の利益に照らして著しく不十分又は不適

切であると認められる条件による買収提案ではないこと 

(ⅶ) その他企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に適うものであると

合理的に認められること 

(f)  取締役会の確認決議は、企業価値委員会の勧告決議に基づいてなされるも

のとする。取締役会は、企業価値委員会から勧告決議がなされた場合、取締

役としての善管注意義務に明らかに反する特段の事情がない限り、速やかに

確認決議を行わなければならないものとし、確認決議を受けた買収提案に対

して本新株予約権の無償割当てを行うことができないものとする。 

 

(4) 特定買収者出現時の対応 

(a)  特定大量保有者が出現した場合(出現の有無は、当社に提出された大量保

有報告書その他適切な方法により判断する。)、取締役会は、特定買収者が

出現した旨及び無償割当基準日、無償割当効力発生日その他本新株予約権の

無償割当てに関する必要事項を決定する決議を行い、決定された事項を公表

の上、本新株予約権の無償割当てを実行するものとする。 

(b)  特定買収行為に該当しうる公開買付けが開始された場合(公開買付届出書

その他適切な方法により判断する。)、取締役会は、公開買付開始公告が行

われた日の翌営業日の到来後、特定買収者が出現した旨及び無償割当基準
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日、無償割当効力発生日その他本新株予約権の無償割当てに関する必要事項

を決定する決議を行い、決定された事項を公表の上、本新株予約権の無償割

当てを実行するものとする。 

(c)  取締役会は、無償割当基準日の 4 営業日前の日までに以下のいずれかの事

由が生じた場合に限り、当該日までに、上記 2(4)(a)又は(b)により決議を

行った本新株予約権の無償割当ての効力を生じさせない旨を決議することが

できるものとする。 

(ⅰ) 特定買収者の株券等保有割合が 20％を下回った旨の大量保有報告書が

特定買収者から提出された場合 

(ⅱ) 上記 1(2)(b)に定める特定買収行為に該当する公開買付けが開始された

場合で、当該公開買付けが終了し又は撤回され、その結果、株券等保

有割合が 20％以上となる当社株券等の保有者が出現しないこととなっ

た場合 

(ⅲ) 上記(ⅰ)(ⅱ)のほか、当該特定買収行為による脅威がなくなったと取

締役会が合理的に認めた場合 

 

3. 本プランの有効期間等 

(1)  本プランの有効期間は、平成 25 年に開催される定時株主総会の終結後最初に

開催される取締役会の終結のときまでとする。但し、その時点で特定買収者が出

現している場合には、当該特定買収者に対する措置としてその効力が存続する。 

 

(2)  本プランの運用にあたって当社が行う｢株券等保有割合｣、｢保有者｣、｢共同保

有者｣、｢株券等所有割合｣、｢特別関係者｣、｢特定買収者等｣、｢関連者｣、｢実質的

同一性｣その他の必要事項の確認又は認定等は、当該確認又は認定等が必要な時

点において当社が合理的に入手できた情報に依拠して行うことができるものとす

る。 

 

(3)  本決議において、金融商品取引法(昭和 23 年 4 月 13 日法律第 25 号。その後の

改正を含む。)の規定に依拠して定義されている用語については、同法に改正が

なされた場合には、同改正後の規定において相当する用語に読み替えられるもの

とする。また、本決議で引用する法令の規定は、平成 24 年 3 月 23 日現在施行さ

れている規定を前提にしたものであり、同日以降、法令の改廃により上記各項に

定める条項又は用語に修正を加える必要が生じた場合には、当社取締役会におい

て、当該改廃の趣旨を踏まえて、適宜合理的範囲内で読み替えることができるも

のとする。 
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第二 株主・投資家の皆様に与える影響等 

1. 株主・投資家の皆様に与える影響 

 本プランは、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保・向上させることを目的と

しており、株主・投資家の皆様の利益に資するものであると考えております。そし

て、本プランの導入・継続時点において新株予約権の発行は行われませんので、株

主・投資家の皆様の権利に影響が生じることはありません。 

 仮に特定買収者が将来出現した場合、すなわち確認決議を得ない特定買収行為が行

われた場合には、上記第一 2(4)のとおり本新株予約権の無償割当てが行われ本新株予

約権が株主の皆様全員に自動的に割り当てられますので、新株予約権の割当ての申込

みを行わないことに伴う失権者が生じることはありません。また本新株予約権を当社

が一斉に強制取得し、行使条件を充たしている本新株予約権に対して当社株式を交付

することも可能としております。なお、無償割当基準日の 3 営業日前の日以降におい

て無償割当ての中止や割り当てた本新株予約権の無償取得を行うことは予定しており

ません。 

 

2. 株主・投資家の皆様に必要となる手続 

 本プランの導入・継続時点において、株主・投資家の皆様に必要となる手続等はご

ざいません。 

 仮に特定買収者が出現した場合には、上記第一 2(4)のとおり、取締役会は、その旨

及び無償割当基準日等を決議し公表します。本新株予約権は無償割当基準日時点の株

主の皆様全員に無償で自動的に割り当てられますので、当社が上記公表においてご案

内する内容に従い、所定の手続を行っていただくことをお願いいたします。 

 本新株予約権の無償割当てが行われた場合、株主の皆様は、当社所定の新株予約権

行使請求書その他当社の定める書類をご提出いただくとともに取得する株式 1 株当た

り 1 円の払込みを行うことによって、本新株予約権を行使することができます。但

し、上記第二 1 のとおり本新株予約権の強制取得が行われる場合には、行使条件を充

たしている本新株予約権に対して当社株式が自動的に交付されますので、株主の皆様

に本新株予約権の行使手続をとっていただく必要はございません。なお、特定買収者

等に該当しないことを確認させていただくための合理的手続を定めることを予定して

おります。 

以  上 
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別紙 

 

本新株予約権及び無償割当ての内容 

 

一 本新株予約権の内容は以下のとおりとする。 

1. 本新株予約権の目的となる株式の種類 

 当社普通株式 

 

2. 本新株予約権の目的となる株式の数 

 新株予約権 1 個あたりの目的となる株式の数は、2 株以下で取締役会が別途定

める数とする。 

 

3. 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は 1 円に各新

株予約権の目的となる株式の数を乗じた額とする。 

 

4. 本新株予約権を行使することができる期間 

 無償割当効力発生日以後の日から開始する取締役会が別途定める一定の期間と

する。行使期間の最終日が行使に際して払い込まれる金銭の払込取扱場所の休業

日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。 

 

5. 本新株予約権の行使条件 

(1)  特定買収者等が保有する本新株予約権(実質的に保有するものを含む。)

は、行使することができない。 

(2)  新株予約権者は、当社に対し、上記 5(1)の条件を充足していること(第三

者のために行使する場合には当該第三者が上記 5(1)の条件を充足している

ことを含む。)についての表明・保証条項、補償条項その他当社が定める事

項を記載した書面、合理的範囲内で当社が求める条件充足を示す資料及び法

令等により必要とされる書面を提出した場合に限り、本新株予約権を行使す

ることができるものとする。 

(3)  適用ある外国の証券法その他の法令上、当該法令の管轄地域に所在する者

による本新株予約権の行使に関し、所定の手続の履行又は所定の条件の充足

が必要とされる場合、当該管轄地域に所在する者は、当該手続及び条件が全

て履行又は充足されていると当社が認めた場合に限り、本新株予約権を行使

することができる。なお、当社が上記手続及び条件を履行又は充足すること

で当該管轄地域に所在する者が本新株予約権を行使することができる場合で

あっても、当社としてこれを履行又は充足する義務を負うものではない。 
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(4)  上記 5(3)の条件の充足の確認は、上記 5(2)に定める手続に準じた手続で

取締役会が定めるところによる。 

 

6. 本新株予約権の行使手続等 

(1)  本新株予約権の行使は、当社所定の新株予約権行使請求書に、行使する新

株予約権の個数、対象株式数及び住所等の必要事項その他取締役会決議によ

り別途定められる必要事項を記載し、これに記名捺印した上、取締役会決議

により別途定める必要書類を添えて取締役会決議にて別途定める払込取扱場

所に提出し、かつ、上記 3 に規定する価額の全額を当該払込取扱場所に払い

込むことにより行われるものとする。 

(2)  本新株予約権の行使請求の効力は、上記 6(1)の規定に従い、行使に係る

新株予約権行使請求書及び添付書類が払込取扱場所に到着した時に生じるも

のとする。本新株予約権の行使の効力は、かかる新株予約権の行使請求の効

力が生じた場合であって、かつ、当該行使に係る新株予約権の行使価額の全

額に相当する金額が払込取扱場所において払い込まれたときに生じるものと

する。 

 

7. 譲渡承認 

 譲渡による本新株予約権の取得には、取締役会(又は会社法第 265 条第 1 項但

書の規定に従い取締役会が定める機関)の承認を要する。 

 

8. 取得条項 

(1)  当社は、無償割当効力発生日以後の日で取締役会が定める日において、未

行使の本新株予約権で上記 5(1)(2)の規定に従い行使可能な(すなわち特定

買収者等に該当しない者が保有する)もの(上記 5(3)に該当する者が保有す

る本新株予約権を含む。下記 8(2)において｢行使適格本新株予約権｣とい

う。)について、取得に係る本新株予約権の数に、本新株予約権 1 個あたり

の目的となる株式の数を乗じた数の整数部分に該当する数の当社普通株式を

交付して取得することができる。 

(2)  当社は、無償割当効力発生日以後の日で取締役会が定める日において、未

行使の本新株予約権で行使適格本新株予約権以外のものについて、取得に係

る本新株予約権と同数の新株予約権で特定買収者等の行使に制約が付された

もの(譲渡承認その他取締役会が定める内容のものとする。)を交付して取得

することができる。なお、当該取得の対価として現金の交付は行わない。 

(3)  本新株予約権の強制取得に関する条件の充足の確認は、上記 5(2)に定め

る手続に準じた手続で取締役会が定めるところによる。 
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9. 資本金及び準備金に関する事項 

 本新株予約権の行使及び取得条項に基づく取得等に伴い増加する資本金及び資

本準備金に関する事項は、法令の規定に従い定める。 

 

10. 端  数 

 本新株予約権を行使した者に交付する株式の数に 1 株に満たない端数があると

きは、これを切り捨てる。但し、当該新株予約権者に交付する株式の数は、当該

新株予約権者が同時に複数の新株予約権を行使するときは各新株予約権の行使に

より交付する株式の数を通算して端数を算定することができる。 

 

11. 新株予約権証券の発行 

 本新株予約権については新株予約権証券を発行しない。 

 

二 本新株予約権の無償割当ての内容は以下のとおりとする。 

1. 株主に割り当てる本新株予約権の数 

 当社普通株式(当社の有する普通株式を除く。)1 株につき本新株予約権 1 個の

割合で割り当てることとし、割り当てる本新株予約権の総数は、無償割当基準日

における当社の最終の発行済株式総数(但し、当社の有する普通株式の数を除

く。)と同数とする。 

 

2. 本新株予約権の無償割当ての対象となる株主 

 無償割当基準日における当社の最終の株主名簿に記載又は記録された当社普通

株式の全株主(但し、当社を除く。)とする。 

 

3. 本新株予約権の無償割当ての効力発生日 

 無償割当基準日以降の日で取締役会が別途定める日とする。 

 

以  上 
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(ご参考) 

委員の略歴 

清水 紀彦 

［略歴］ 昭和 38 年 ４月 東京海上火災保険株式会社 

            （現東京海上日動火災保険株式会社）入社 

昭和 42 年 ９月 ボストンコンサルティンググループインク入社 

昭和 45 年 12 月 同社副社長就任 

昭和 62 年 ７月 株式会社清水紀彦事務所代表取締役就任 

平成 ６年 ６月 日新製糖株式会社監査役就任 

平成 10 年 ４月 早稲田大学アジア太平洋研究科教授 

平成 12 年 10 月 一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授 

平成 15 年 ４月 一橋大学大学院国際企業戦略研究科客員教授 現在に至る 

平成 16 年 11 月 株式会社ファーストリテイリング監査役就任 現在に至る 

平成 19 年 ３月 当社監査役就任 現在に至る 

 

河和 哲雄  

［略歴］ 昭和 50 年 ４月 弁護士登録（東京弁護士会） 現在に至る 

平成 14 年 ８月 法制審議会会社法（現代化関係）部会委員 

平成 14 年 ９月 日本弁護士連合会司法制度調査会特別委嘱委員 現在に至る 

平成 19 年 ６月 株式会社日清製粉グループ本社監査役就任 現在に至る 

平成 21 年 ３月 当社監査役就任 現在に至る 

 

川本 裕子  

［略歴］ 昭和 57 年 ４月 株式会社東京銀行（現株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）入行 

昭和 63 年 ６月 オックスフォード大学大学院経済学修士修了 

昭和 63 年 ９月 マッキンゼー・アンド・カンパニー東京支社入社 

平成 13 年 ６月 同社東京支社シニアエクスパート 

平成 16 年 ４月 早稲田大学大学院ファイナンス研究科教授 現在に至る 

平成 16 年 ６月 株式会社大阪証券取引所取締役就任 現在に至る 

平成 18 年 ６月 マネックス・ビーンズ・ホールディングス株式会社 

    （現マネックスグループ株式会社）取締役就任 現在に至る 

平成 18 年 ６月 株式会社ミレアホールディングス（現東京海上ホールディ 

     ングス株式会社）監査役就任 現在に至る 

平成 21 年 ３月 当社取締役就任 現在に至る 

平成 23 年 ６月 伊藤忠商事株式会社取締役就任 現在に至る 
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桜井 正光  

［略歴］ 昭和 41 年 ４月 株式会社リコー入社 

平成 ４年 ６月 同社取締役就任  

平成 ６年 ６月 同社常務取締役就任  

平成 ８年 ４月 同社代表取締役社長就任  

平成 17 年 ３月 コカ・コーラウエストジャパン株式会社 

       （現コカ・コーラウエスト株式会社）代表取締役会長就任  

平成 17 年 ６月 株式会社リコー代表取締役社長執行役員就任 

平成 18 年 ７月 コカ・コーラウエスト株式会社取締役就任 現在に至る 

平成 19 年 ４月 株式会社リコー代表取締役会長執行役員就任 

平成 20 年 ６月 オムロン株式会社取締役就任 現在に至る 

平成 23 年 ３月 当社取締役就任 現在に至る 

平成 23 年 ４月 株式会社リコー取締役会長執行役員就任 現在に至る 
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大株主の状況 

平成 23 年 12 月 31 日現在 

大 株 主 
持 株 数 

(千株) 

持株比率 

(％) 

ヤマハ株式会社 42,271 12.11

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 30,474 8.73

トヨタ自動車株式会社 12,500 3.58

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 11,406 3.27

株式会社みずほ銀行 10,938 3.13

三井物産株式会社 8,586 2.46

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 8,263 2.37

株式会社静岡銀行 6,813 1.95

ザ バンク オブ ニューヨーク  －   ジャスディック トリーティー アカウント 6,037 1.73

全国共済農業協同組合連合会 5,911 1.69

（注）持株比率は自己株式（623,882 株）を控除して計算しております。 


